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                                                                新 監 第 ３ ９ 号  

令和５年８月２８日  

 

               様  

 

 

                        新居浜市監査委員 鴻 上 浩 宣 

                        新居浜市監査委員 杉 本 茂 利 

                        新居浜市監査委員 伊 藤 優 子 

 

 

定期監査の結果について（提出） 

 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づき、令和５年４月２４日から同年７

月７日までの間、新居浜市監査基準に準拠して実施した定期監査について、同条第９項に規定する監

査結果に関する報告並びに同条第１４項に規定する措置状況を、次のとおり提出（公表）します。 

 

１ 監査の対象及び期間 

令和４年度に実施した事務事業全般の歳入歳出予算の執行及び関連ある事項について、次のとお

りの監査期間をもって監査を実施した。 

 

２ 監査を実施した監査委員   

鴻 上 浩 宣・杉 本 茂 利・仙 波 憲 一・伊 藤 優 子 

仙 波 憲 一  令和５年５月 １日付け退任 

伊 藤 優 子  令和５年５月１５日付け就任 

 

３ 監査等の着眼点 

    財務及び事務事業の執行等が法令等に基づき正確に処理されているか、効率的かつ効果的（最少

の経費で最大の効果）に行われているかを主眼として実施した。 

 

４ 監査の実施内容 

関係資料の提出を求め、関係職員から説明を聴取するとともに、前年度の指摘事項等が適正に改

善されているかに留意して監査を実施した。 

 

５ 監査の結果 

令和４年度に実施した事務事業の執行については、おおむね適正に処理されているものと認めら

れたが、事務執行の一部において指摘事項が見受けられた。今後においても、更に適正かつ無駄の

ないコスト意識を持って、効率的な行財政執行に努め、住民福祉の増進のため努力をされたい。 

なお、各部局の主な事務事業、指摘事項及び指摘事項の回答は、次のとおりである。  

監査対象部局 監査期間 

議会事務局・農業委員会事務局 令和５年４月２４日から同年５月１０日まで 

消防本部・消防署 令和５年５月１０日から同月３１日まで 

市民環境部・選挙管理委員会事務局 令和４年５月３１日から同年７月７日まで 
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１ 議会事務局の主な事務事業 

  

  議事課 

（１）議長及び副議長の秘書事務に関すること。 

（２）議員の身分に関すること。 

（３）議会図書室に関すること。 

（４）市政の調査に関すること。 

（５）本会議・委員会・議員全員協議会に関すること。 

（６）議会の傍聴に関すること。 

（７）議案の調査及び立案に関すること。 

（８）請願、陳情等に関すること。 

（９）議会の広報及び広聴に関すること。 

 

 

２ 職員の配置状況  ９人（令和５年４月１日現在） 

         
庶務係 1人 

        

事務局長 

 

課長 

 
 

副 課 長  

２人 

  

議事係 ２人 
       

         
調査係 ２人 

          

 

 

３ 議会の活動状況（令和４年度） 

 

（１）本会議の開催状況 

 

本会議 会期日数 本会議日数 一般質問日数 一般質問者数 傍聴者数 

５月臨時会 １日 １日 ０日 ０人 １人 

６月定例会 １７日 ５日 ３日 １１人 ３２人 

９月定例会 １７日 ５日 ３日 １０人 ５６人 

１２月定例会 １７日 ５日 ３日 １２人 １４７人 

２月定例会 ２５日 ５日 ３日 １２人 ３８人 

議 会 事 務 局 
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（２）常任委員会・議会運営委員会・特別委員会の開催状況及び活動状況 

 

ア 常任委員会 

委員会名 定数 任期 所 管 事 項 
開催 

日数 

協議会 

開催日数 

所管事務 

調査日数 

企画教育 

委員会 
９人 １年 

企画部（港湾に関する事項を除く）、

総務部、出納室、教育委員会、選挙管

理委員会、監査委員、公平委員会の

所管に属する事項及び他の常任委員

会の所管に属しない事項 

８日 １日 ４日 

市民福祉 

委員会 
９人 １年 

福祉部、福祉事務所、市民環境部、消

防本部及び消防署の所管に属する事

項 

８日 １日 ４日 

経済建設 

委員会 
８人 １年 

経済部、建設部、上下水道局、農業委

員会の所管に属する事項及び港湾に

関する事項 

８日 １日 ４日 

 

イ 議会運営委員会 

委員会名 定数 任期 所 管 事 項 
開催 

日数 

協議会 

開催日数 

所管事務 

調査日数 

議会運営

委員会 
７人 １年 

(1)議会の運営に関する事項 

(2)議会の会議規則、委員会に関する

条例等に関する事項 

(3)議長の諮問に関する事項 

１９日 ０日 ４日 

 

ウ 特別委員会 

委員会名 定数 設置 付  議  事  件 
開催 

日数 

協議会 

開催日数 

付議事件 

調査（視

察）日数 

都市基盤

整備促進

特別委員

会 

８人 R元.6.27 

(1)国道11号バイパス、県道及び都

市計画道路の整備促進に関する

調査 

(2)企業誘致(臨海工業用地の確保

を含む)に関する調査 

(3)大島・荷内沖開発に関する調査 

(4)総合運動公園の建設に関する調

査 

４日 ０日 ４日 

防災・災

害対策特

別委員会 

８人 R元.6.27 
(1)防災対策に関する調査 

(2)大規模災害時における問題調査 
５日 ０日 ４日 
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委員会名 定数 設置 付  議  事  件 
開催 

日数 

協議会 

開催日数 

付議事件 

調査（視

察）日数 

地方創生

特別委員

会 

８人 R元.6.27 (1)総合戦略に関する調査 ４日 ０日 ４日 

決算特別

委員会 

２３

人 
R4.9.6 

(1)令和３年度水道事業・工業用水道

事業・公共下水道事業会計決算の

認定 

(2)令和３年度一般会計・特別会計歳

入歳出決算の認定 

５日 ０日 ０日 

予算特別

委員会 

２４

人 
R5.3.2 

(1)令和５年度一般会計・特別会計

予算 

(2)令和５年度水道事業・工業用水道

事業・公共下水道事業会計予算 

４日 ０日 ０日 

 

 

４ 指摘事項 

   特になし 
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１  農業委員会事務局の主な事務事業 

（１）委員会の会議に関すること。 

（２）農地等の利用の集積その他農地等の効率的な利用の促進に関すること。 

（３）農地に関する情報の収集、整理、分析及び提供に関すること。 

（４）農地法その他の法令に基づく農地等の利用関係の調整及び許認可事務に関すること。 

（５）農地等の調査及び検査に関すること。 

 

２ 職員の配置状況  ５人（令和５年４月１日現在） 

       
       

農政係 １人 

事務局長 
 

事務局次長 
 

 
   

農地係 ２人     

 

３ 農業委員会の開催状況 （令和４年度） 

 

会 議 名 回 数 提出議案 可 決 否 決 保留・継続 

総   会 12 368 368 0 0 

役 員 会 4 7 7 0 0 

計 １6 375 375 0 0 

 

４ 農地の権利移転状況（令和４年度） 

 

区  分 件数 
面 積（㎡） 

田 畑 計 

所 有 権 移 転 25 

 

25,001.00 9,825.29 34,826.29 

賃 貸 借 権 移 転 ・ 設 定 0 0.00 0.00 0.00 

使用貸借権移転・設定 4 0.00 12,527.00 12,527.00 

小  計 29 25,001.00 22,352.29 47,353.29 

合意解約（賃貸借） 42 34,202.00 10,520.00 44,722.00 

合意解約（使用貸借） 16 22,334.34 2,855.00 25,189.34 

小  計 58 56,536.34 13,375.00 69,911.34 

合  計 87 81,537.34 35,727.29 117,264.63 

農業委員会事務局 
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５ 農用地利用集積事業（新農地銀行）の状況 （令和４年度） 

 

 区分 

 

年度 

年度末現在 

総面積（㎡） 

平成 

30 
516,517.32 

令和 

元 
557,665.98 

令和 

２ 
575,534.98 

令和 

３ 
555,897.98 

令和 

４ 
549,999.37 

 

 

６ 農地の転用取扱状況 （令和４年度） 

 

 

用途地域区分 

 

転用 

区分 
件 数 

面    積（㎡） 

田 畑 計 

 

その他の区域 

 

４条 11 2,876.00 1,678.00 4,554.00 

５条 183 90,468.00 65,350.21 155,818.21 

小計 194 93,344.00 67,028.21 160,372.21 

注：４条…農地法第４条による農地の転用  

５条…農地法第５条による所有権移転等を伴う農地の転用  

 

区分 

 

 

年度 

利 用 権 設 定（新規・再設定） 

３年未満 ３～６年未満 ６～１０年未満 １０年以上 合 計 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

件

数 

面積 

（㎡） 

平成 

30 
11 17,385.00 73 116,137.91 1 1,990.00 1 1,074.00 86 136,586.91 

令和

元 
11 13,159.00 95 157,885.91 0 0.00 3 6,849.00 109 177,893.91 

令和

２ 
24 38,219.00 125 174,064.94 2 1,956.00 5 7,666.00 156 221,905.94 

令和 

３ 
9 10,854.00 77 111,732.00 0 0.00 1 8,061.00 87 130,647.00 

令和 

４ 
14 21,367.73 67 98,306.98 9 9,185.00 1 753.00 91 129,612.71 
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７ 指摘事項及び回答内容（回答は令和５年６月７日付け） 

 

（１）新たな担い手確保のための農地情報の強化について  

意欲ある担い手確保のため農地取得の下限面積要件が廃止され、多様な新規就農に対応した農地

取得情報の提供がより重要になると考える。 

農地法に基づき農業委員会の農地台帳情報を公表する「ｅＭＡＦＦ農地ナビ（農林水産省所管）」

は、インターネット上での検索機能に加え貸付希望農地等が航空写真に表示されるなど、利便性が高

いシステムとなっている。しかし、本市農業委員会の「貸したい希望のある農地一覧」に比べ当該農

地のデータが少なく、十分に利活用できていない。 

「ｅＭＡＦＦ農地ナビ」が、新規就農者への的確な情報提供に寄与するとともに、農地集約化によ

り効果的なシステムとなるよう、関係機関等とも連携し改善に取り組まれたい。併せて、農地中間管

理機構「農地バンク」との連携強化についても検討されたい。 

 

＜回答＞ 

  農業委員会のホームページに掲載している貸したい希望のある農地一覧とｅＭＡＦＦ農地ナビの

貸したい農地一覧のデータとが現在相違していますが、ｅＭＡＦＦ農地ナビのデータについて農業

委員会のホームページのリストと整合性を合わせるように更新を行います。 

また、利用意向調査の結果、所有者等から農地中間管理機構を利用したいとの申し出があった場

合には、農地中間管理機構に申し出を行っており、引き続き連携を強化していきます。 

 

（２）遊休農地の利用意向調査について 

 農業経営基盤強化促進法等の改正に伴い、農業委員会は目指すべき農地利用を示す「目標地図」の

作成を担うことになる。「目標地図」の作成には、正確な現況地図が不可欠で、遊休農地の利用意向

調査の回答率を上げることが大変重要になる。意向調査書の文面や封筒に赤色で「遊休農地の利用意

向調査について」と記載している点は、封書の趣旨がより明確になり、回答率向上の工夫として評価

できるが、内容に関しては、若干、単刀直入で事務的なものとなっているため、相当の関心と集中力

がないと期待する対応が得られないおそれがある。 

更に効果を上げるため、未耕作となっている方の立場に寄り添うような文面構成や表現について、

更なる工夫配慮を検討されたい。 

 

＜回答＞ 

   通知文書の内容について、他市の文書等を参考にし、事務的な文言ではなく読み手の視点に立ち、

読みやすくわかりやすい文言となるように通知文の見直しをいたします。 

 

（３）事務の効率化及び連携強化について  

   農業委員会と農政担当課は、農業政策上密接な関係があるため、兼務や併任に関し周辺自治体の調

査研究を行い、組織機構の見直しを検討していくとしている。この取組は鋭意継続していくとして、

まずは、合同調査や会議、資料作成・配布等に関して、効率化や省力化が可能なものがないか、小さ

なことから積上げていくよう取り組まれたい。 

   また、農政担当課は将来の地域農業の在り方等を定めた「地域計画」を、農業委員会はその農地利

用を示す「目標地図」を作成する必要がある。作成に当たっては、県、市、農業者、農地中間管理機

構、農業協同組合、土地改良区等との協議が必要であり、関係部局との連携を強化し体制整備に取り

組まれたい。 
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＜回答＞ 

  地域計画を令和６年度中には策定する必要があり、令和５年度から本格的に地域計画の策定作業

に取り組んでいくこととしていますが、その策定作業において、農業委員会と農政担当課が協力しな

がら調査、資料作成などを行います。 

協力しながら作業を進めることによって、昨年度以上にお互いの業務内容を把握することに寄与

することとなると思われるため、地域計画以外の事務においても効率化や省略化が図れる事務がな

いかを検討していきます。 

また、地域計画の作成には、各種団体等の協力が必要不可欠ですので、県、市、農業委員会、農業

協同組合等と毎月、協議の場を設けており、その場においても進捗状況等を共有し、関係を強化しな

がら策定作業を進めていきます。 
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１   消防本部・消防署の主な事務事業 

 

（１）消防総務課 

 ア 消防行政の総合企画に関すること。 

イ 財産管理に関すること。 

ウ 消防統計に関すること。 

エ 消防団事務に関すること。 

 

（２）警防課 

ア 警防計画に関すること。 

イ 消防法令（火災予防関係及び危険物規制関係を除く。）の執行に関すること。 

ウ 石油コンビナート等災害防止法の訓練指導に関すること。 

エ 災害現場活動の調査に関すること。 

オ 救急及び救助の統制に関すること。 

カ 消防地水利の整備に関すること。 

キ 消防用資機材の整備及び管理に関すること。 

ク 消防用車両の登録及び検査に関すること。 

  ケ 消防団員の教養訓練に関すること。 

  コ 水防に関すること。 

 

（３）予防課 

ア 予防業務の総合企画に関すること。 

イ 消防法令の危険物規制に関すること。 

ウ 石油コンビナート等災害防止法（訓練指導に関することを除く。）の執行に関すること。 

エ 消防用設備の設置指導及び統制に関すること。 

オ 火災の原因及び損害の調査報告に関すること。 

カ 火災等の証明に関すること。 

キ 新居浜市火災予防条例の運用統制に関すること。 

ク 高圧ガス保安法の執行に関すること。 

 

（４）通信指令課 

   ア 消防通信の運用統制に関すること。 

  イ 通信施設の統轄管理に関すること。 

ウ 消防救急業務の指令及び誘導に関すること。 

エ 消防情報及び気象情報の集発に関すること。 

オ 無線通信の統轄に関すること。 

 

（５）北消防署・南消防署 

    ア 災害の警戒防御に関すること。 

イ 救急救助業務に関すること。 

ウ 火災予防の普及宣伝に関すること。 

消防本部・消防署 
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エ 自衛消防隊の訓練指導に関すること。 

オ 水防活動に関すること。
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２  職員の配置状況  １４９人（令和５年４月１日現在）  ※派遣を除く。

（総括次長兼務）

消防総務課長

副課長

（３人）

（分署長兼務）

消防課長

※消防署の勤務体制…３部交代制
（３部）主幹 副課長 救急係 3 人

救助係 5 人

人

救助係 5 人

消防予防係 2 人

南
消
防
署
長

消防課長 （２部）主幹 副課長 救急係 3

救助係 5 人

消防予防係 2 人

消防予防係 2 人

（１部）主幹 副課長 救急係 3 人

2 人

（３部）主幹 副課長

救急係 3 人

人

（３部）主幹 副課長 救急係 6 人

川
東
分
署
長

消防予防係 2 人

（２部）主幹 副課長

救急係 3 人

消防予防係

消
防
長

救助係 5 人

消防予防係

人

救助係 5 人

消防予防係 4 人

北
消
防
署
長

消防課長 （２部）主幹 副課長 救急係 5

2 人

（１部）主幹 副課長

救急係 3

救助係 5 人

消防予防係 4 人

消防予防係 4 人

（１部）主幹 副課長 救急係 6 人

通信指令課長 主幹 通信第二係 1 人

通信第三係 1 人

保安係 2 人

通信第一係 1 人

予防課長 主幹 副課長 危険物係 2 人

主幹 副課長

消防団係 1 人

予防係 2 人

総
括
次
長

主幹 副課長 総務係 11 人

警防係 1 人

警防課長
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３ 令和４年度に実施した主な事業 

 

（１）消防分団詰所整備事業 

大規模災害時における地域の活動拠点施設として、また地域防災力向上を図るために、消

防分団詰所の整備・改修を行い、消防団員が安全・確実・迅速な対応ができるよう施設の管

理を行った。災害発生時における消防団の初動体制の迅速化や、災害による被害軽減を図る

とともに、地域防災力の向上や消防団員の処遇改善を図ることができた。 

 

＜事業費＞     ２６，９２２，５００円 

【内訳】市  債   ２０，１００，０００円 

一般財源    ６，８２２，５００円 

 

＜工事内容等＞ 

大規模改修、シャワー設置、空調設備改修工事（垣生分団） 

 

（２）消防自動車整備事業 

複雑多様化する災害に対処するためには、消防自動車等の計画的な更新、機能の向上及び

維持を図ることが必要であるため、救急自動車を最新鋭のものに更新し、安全・確実・迅速

に災害対応を実施することができた。 

 

＜事業費＞          ３８，１６５，６６０円 

【内訳】市      債   １８，３００，０００円 

      国庫補助金   １４，５７２，０００円 

       一 般 財 源   ５，２９３，６６０円 

 

＜更新車両等＞  災害対応特殊救急自動車（北消防署）１台 

 

４ 令和４年中に発生した火災の状況 

                            （単位：件、千円） 

月 別 件 数 損 害 額 月 別 件 数 損 害 額 

１ ４ 3,648 ７ ０ 0 

２ ２ 764 ８ ６ 2,989 

３ ４ 5,395 ９ ５ 2,706 

４ ２ 172 １０ １ 0 

５ ５ 30 １１ ２ 19,110 

６ ３ 2,704 １２ ２ 29,804 

   計 ３６ 67,322 
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５ 令和４年中事故種別救急出動の状況 

                          （単位：件、人） 

区 
 

分 

火 
 

災 

自
然
災
害 

水

難 

交
通
事
故 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加

害 

自
損
行
為 

急

病 

そ

の

他 
計 

出動 

件数 
6 0 1 441 38 23 988 18 46 4,077 621 6,259 

搬送 

人員 
5 0 1 426 38 23 938 12 36 3,796 562 5,837 

 

６ 指摘事項及び回答内容（回答は令和５年６月１６日付け） 

 

（１）時間外勤務について 

   時間外勤務命令書の一部について、勤務命令時間及び勤務実績時間の記入誤りによる支給

額の不足が生じている。内容を確認の上改められたい。今後はチェック体制を強化するなど

適正な事務処理をされたい。 

 （北消防署消防課） 

 

＜回答＞ 

   時間外勤務命令書のうち、勤務命令時間及び勤務実績時間の記入誤りにつきましては、訂

正いたしました。また、それに伴う支給額の不足につきましては、６月７日付けで人事課へ

修正報告を提出し、支給手続きを行いました。 

今後は、管理職を中心に、職員全員でチェックするなど更なるチェック体制を強化するこ

とで、適正な事務処理を行います。 

 

（２）消防団員出動報酬の実態に適した運用について  

消防団員の処遇改善を図るため、令和４年４月に消防団員の給与、服務等に関する新条例

が施行され、出動報酬についても、災害、警戒、訓練の３区分に「上記以外の出動」を加え、

各分団からの電子データによる正確かつ細分化された出動報告と報酬計算への反映等、統一

的な運用及び事務の省力化に取り組まれている。 

昨今の大規模災害への懸念や自治会等自主防災組織の重要性を鑑みると、平時の消防団活

動は従来の火災予防や検査等に加え、自主防災組織等に対する訓練指導をはじめ果たす役割

は今後も多様化するものと考えられ、出動報酬の「上記以外の出動」についても実態に即し

た出動形態に適宜対応していく必要がある。 

消防団の効果的かつ活発な活動に資するよう、「上記以外の出動」区分についてより明確

で具体的な取扱いを検討されたい。 

（消防総務課） 

 

＜回答＞ 

「上記以外で出動した場合」の区分につきましては、支給項目及び支給回数の取扱いが不

明確でありましたことから、多様化する消防団活動の実態に即した取扱いができるように、

支給項目を決定し、その項目毎の支給回数を明確にするよう市長決裁により取り決めました。 
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（３）迅速な現場指揮体制の確立について  

   災害現場における指揮者活動方針を迅速確実に伝達し、最適な組織活動を行うため、指揮

者を補助する指揮隊の活用が有効であるとして、現場指揮訓練や警防活動要領（指揮編）の

作成及び指揮隊活動の共有化に取り組んでいる。一方、消防力整備指針に対して、消防自動

車等では１００％の現勢であるものの、人員では７割程度となっている。計画的に増員に取

り組んでいるものの、現状では、災害現場の指揮能力を高め効率運用を行うことで対応して

いる。このことから、現場指揮体制の確立は、将来の最適形を目指す取組ということだけで

なく、喫緊の課題と言える。より着実により迅速に取り組まれたい。 

（警防課） 

 

＜回答＞ 

災害現場における指揮体制の確立につきましては、消防本部といたしましても喫緊の課題

として捉えております。 

   このことから、警防課及び消防署合同での指揮シミュレーション訓練や実現場を想定した

指揮訓練を実施し、現場指揮で重要となる災害状況の把握及び活動方針を迅速・確実に決定

し、現場活動隊に伝達することにより、効果・効率的な災害対応を図ってまいります。 

また、指揮体制を確立するうえでの骨子となる警防活動要領（指揮編）の整備を早期に図

ってまいります。 
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１ 市民環境部の主な事務事業 

 

（１）地域コミュニティ課 

  ア 市民活動の推進に関すること。 

  イ コミュニティの振興に関すること。 

ウ ボランティア及び民間非営利団体に関すること。 

  エ 自治会に関すること。 

  オ 協働の推進に関すること。 

  カ 国際化に関すること。 

 

（２）危機管理課 

  ア 危機管理に関する施策の総合企画及び調整に関すること。 

イ 地域防災計画に関すること。 

ウ 水防計画に関すること。 

エ 災害対策本部に関すること。 

オ 自主防災組織に関すること。 

カ 国民保護計画に関すること。 

キ 国土強靱化地域計画に関すること。 

ク 防災訓練、防災情報に関すること。 

ケ 地域の防犯活動等の推進に関すること。 

コ 安全面における地域ネットワークづくりに関すること。 

サ 防災センターに関すること。 

シ 交通安全思想の普及に関すること。 

 

（３）人権擁護課 

  ア 人権擁護に関すること。 

  イ 住宅新築資金等貸付事業に関すること。 

  ウ 人権問題の調査及び指導に関すること。 

 

（４）男女参画・市民相談課 

  ア 男女共同参画施策の総合企画、調整及び調査に関すること。 

  イ 男女共同参画施策の推進に関すること。 

  ウ 男女平等の意識啓発に関すること。 

  エ 女性団体の育成に関すること。 

  オ 女性センター及び働く婦人の家に関すること。 

  カ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の支援に関すること。 

  キ 計量に関すること。 

ク 市民相談に関すること。 

  ケ 消費生活センターに関すること。 

 

 

市 民 環 境 部 
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（５）市民課 

  ア 戸籍、住民基本台帳及び印鑑登録等の諸届並びに証明に関すること。 

  イ 個人番号カードの交付に関すること。 

  ウ 公的個人認証サービスに関すること。 

  エ 自動車臨時運行の許可に関すること。 

  オ 人口動態の調査に関すること。 

  カ  在留関連事務及び特別永住許可事務に関すること。 

  キ 川東支所及び上部支所に関すること。 

  ク 住居表示に関すること。 

  ケ 国民年金に関すること。 

  コ 船員法の事務に関すること。 

  サ 市税に係る諸証明の発行に関すること。 

シ 一般旅券の発給申請受理及び交付等に関すること。 

 

（６）環境エネルギー局 カーボンニュートラル推進室 

  ア 環境に関する施策の総合企画及び調整に関すること。 

  イ 地球温暖化対策の推進に関すること。 

  ウ 再生可能エネルギー等の普及及び導入促進に関すること。 

  エ 環境に関する審議会等の運営に関すること。 

  オ 市民環境活動の促進に関すること。 

  カ 環境マネジメントシステムに関すること。 

 

（７）環境エネルギー局 環境衛生課 

  ア 生活環境の保全及び指導に関すること。 

  イ 墓地に関すること。 

  ウ 犬の登録、野犬対策並びにねずみ族及び昆虫の駆除に関すること。 

  エ 犬又は猫の引取り及び引取申出書の受付に関すること。 

  オ 公営葬儀及び火葬場に関すること。 

   

（８）環境エネルギー局 廃棄物対策課 

ア 一般廃棄物処理計画に関すること。 

イ ごみの分別収集に関すること。 

  ウ ごみの減量及びリサイクル推進に関すること。 

  エ 一般廃棄物（ごみ）処理業の許可及び指導監督に関すること。 

  オ まち美化の推進に関すること。 

  カ 不法投棄物（陸上）の処理に関すること。 

  キ 産業廃棄物（市長が定めたものに限る｡）の指導及び調査に関すること。 

  ク 犬猫等の死体処理に関すること。 

ケ し尿の収集に関すること。 

  コ 浄化槽設置整備事業補助金に関すること。 

  サ 一般廃棄物（し尿）処理業及び浄化槽清掃業の許可並びに指導監督に関すること。 

  シ 一般廃棄物処理施設の整備に関すること。 

  ス 一般廃棄物処理施設の維持管理に関すること。 

  セ し尿及び浄化槽汚泥の共同処理に関すること。 
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２ 職員の配置状況  ９２人（令和５年４月１日現在） 注 育児休業等含む。 

 

（総括次長兼務）

副課長

（２人）

副課長

（２人）

副課長

（２人）

※人権擁護課職員は、教育委員会事務局

人権教育課を併任している。

副課長

（２人）

副課長

（２人）

副課長

（２人）
廃棄物対策課長 収集業務係 4 人

リサイクル推進係 3 人

（参事兼務）
副場長

最終処分場長

（参事兼務）
副所長 清掃センター管理係 3 人

清掃センター所長

川東支所長 副所長 市民係 1 人

施設整備係 2 人

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー

局
長

カーボンニュートラル

推進室長
副室長 政策係 3

国民年金係 2 人

上部支所長 市民係 2 人

技幹参事

人

環境衛生課長 環境保全係 2 人

墓地管理係 1 人

マイナンバーカード
交付係

4 人

市民課長 主幹 庶務係 5 人

窓口係 8 人

瀬戸会館

大島教育集会所

記録係 4 人

防災センター所長

人権擁護課長 人権擁護係 1 人

部
　
　
長

総
括
次
長
・
次
長
（

兼
危
機
管
理
監
）

企画情報係 1 人

（副課長兼務）
防災センター管理係 1 人

男女参画・市民相談課長 男女共同参画係 2 人

消費生活センター所長 消費者行政係 1 人

危機管理課長 危機管理係 3 人

安全対策係 1 人

地域コミュニティ課長 コミュニティ支援係 3 人

国際交流係 2 人
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３ 令和４年度に実施した主な事業 

 

（１）地域づくり促進事業 

   住民主体のまちづくりと持続可能な暮らしを実現するため、宮西校区、中萩校区に

おいて、令和３年度及び令和４年度の２年間で協議会型地域運営組織モデル事業を実

施し、「地域まちづくり計画」の策定作業を行い、令和４年度末には２校区において

新たな地域運営組織が設立された。これにより、地域づくりの醸成と地域内の様々な

団体が連携協力して地域課題の解決に向けて取り組む体制を整えることができた。 

＜事業費＞ １，４５７，４６２円 

 

（２）地区防災計画の作成促進 

   地域コミュニティにおける共助による防災活動推進のため、市町村内の一定の地区

の居住者が行う自発的な防災活動に関するものを取りまとめる「地区防災計画」につ

いて、市内１８校区(地区)のうち、未作成だった１０組織において策定が完了し、地

域防災力の向上や地域コミュニティの活性化に大きく寄与することができた。 

 

（３）男女共同参画推進事業 

新居浜市男女共同参画計画に基づき、男女共同参画社会づくりに全市民的、全庁的に取り

込む総合調整、調査研究及び男女平等の意識啓発を促進するため、男女共同参画推進週間（８

月１～７日）の実施、市政だより（７月号・８月号）への掲載、新居浜市女性活躍等推進事業

所の認証等を行った。 

男女がいきいきと活動できる男女共同参画社会の構築のため、男女共同参画計画のより一

層の推進を図り、また男女共同参画推進条例に基づき、女性の社会参画への意識改革を進め

ることができた。 

＜事業費＞ ２３７,３４１円 

 

（４）省エネ・新エネ設備導入支援事業 

ＺＥＨ、家庭用蓄電池を導入した者に対し補助金を交付することにより、地球環境

への負荷が少ない低炭素社会の実現に寄与するとともに、環境保全意識の高揚を図る

ことができた。  

 ＜事業費＞ ５，４００，０００円 （ＺＥＨ８件、蓄電池３８件） 

 

（５）電動アシスト自転車購入支援事業 

   電動アシスト自転車を購入した者に対し補助金を交付することにより、温室効果ガ

スの排出抑制による地球温暖化対策の推進及び高齢者ドライバーの免許返納促進を図

ることができた。 

 ＜事業費＞  ２，４００，０００円 （免許返納者６１件、その他１１８件） 

 

（６）新居浜市斎場施設整備事業 

待合棟大規模改修工事を行い、バリアフリー化への対応等利便性の向上が図られた。 

＜事業費＞ 待合棟大規模改修工事    １０３，８８２，０００円（繰越分） 

        【内訳】  建築工事     ５７，６４０，０００円 

              電気工事     １７，４６２，０００円 

              機械工事     ２８，７８０，０００円 
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（７）ごみ収集事業 

ごみの減量や資源化を図りつつ、衛生的な生活環境を維持するため、生活系ごみに

ついて、燃やすごみ、不燃ごみ、布類、プラスチック製容器包装、びん（色別）、缶、

ペットボトル、古紙類及び有害ごみの分別による定期収集を実施した。業務委託によ

り２３，４４０ｔの家庭ごみの定期収集を行い、うち古紙・布類１，４７０ｔを直接資

源化し、容器包装プラスチック１，００３ｔ、ペットボトル２２８ｔ、びん・缶、有害

ごみ８８２ｔ等の資源ごみを清掃センターに搬入し、中間処理による資源化の推進を

図った。 

＜事業費＞ ２９０，１６４，４３４円 

【内訳】  

可燃ごみ収集業務委託                １３６，６１６，０４０円 

びん・缶・有害ごみ収集業務委託         ４７，３６８，２００円  

古紙類収集業務委託                      ３６，２９８，１８５円 

プラスチック製容器包装収集業務委託       ２４，６８６，５０８円 

ペットボトル収集業務委託                １２，９５５，８００円 

不燃物・布類収集業務委託               １６，４６７，０００円 

別子山地区ごみ収集業務委託                ８，１１８，０００円 

大島地区ごみ収集業務委託                  ６，２１５，０００円   

缶収集用網袋等消耗品等                    １，４３９，７０１円 

 

（８）ごみ一部有料化推進事業 

   持続可能なごみ処理を確保するため、直接搬入ごみ及び大型ごみ戸別収集の有料化

を令和４年１０月から開始し、インセンティブによるごみの減量を図ることができた。 

〇令和４年１０月～令和５年３月の実績及び前年度同時期の比較 

 一般家庭直接搬入台数  13,684台（前年50,568台 73％減） 

 一般家庭直接搬入量     901ｔ（前年2,462ｔ  64％減） 

 大型ごみ申込件数     1,884件（前年7,340件  75％減） 

 一般家庭定期収集ごみ量 11,235ｔ（前年11,516ｔ  3％減） 

   ＜事業費＞ １５，０１５，４９２円 

           

（９）清掃センター施設整備事業 

   プラント内各設備の定期点検整備（法定、自主）、定期補修及び建築・建築設備の

整備を実施し、施設の機能低下及び不具合を未然に防止するとともに、施設の適正な

維持管理ができるよう、廃棄物処理施設の長期整備計画の推進を図り、適正で安定的

なごみ処理を行うことができた。 

  ＜工事請負費＞ ３７５，３１４，７３０円（繰越分2,351,250円を含む。） 

         （令和４年度清掃センター定期点検整備工事 他） 

 

（１０）ごみ処理広域化推進事業 

   「愛媛県ごみ処理広域化・集約化計画」で区分けされている西条ブロック（新居浜

市、西条市、四国中央市）の地域特性を活かし、一体的に持続可能な廃棄物適正処理

を図るため、焼却施設と粗大ごみ処理施設の集約化方針及び中継施設の整備方針とし

て合計１５パターンについて、計画処理量、施設規模、マテリアルフロー及びライフ

サイクルコストの観点から比較検討を行い、調査報告書を作成した。 

  ＜事業費＞５，９０４，０００円 
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４ 使用料、手数料の調定収入状況 

  

 ア 一般会計 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
イ 特別会計 

                                    （単位：円） 

 

区  分 調 定 額 収入済額 収入未済額 

自動販売機設置使用料 

（自治会館） 
39,308 39,308 0 

女性総合センター使用料 1,471,866 1,471,866          0 

自動販売機設置使用料等 

(女性総合センター) 
52,946 52,946 0 

戸籍謄（抄）本手数料 18,688,300 18,688,300          0 

住民基本台帳手数料 15,699,000 15,699,000          0 

印鑑証明手数料 7,855,800 7,855,800          0 

印鑑登録手数料 894,900 894,900          0 

その他証明手数料 450,300 450,300          0 

自動車臨時運行許可手数料 180,000 180,000          0 

船員手数料 63,050 63,050          0 

計量検査手数料 139,930 139,930 0 

葬祭施設使用料 1,709,680 1,709,680 0 

葬具使用料 2,977,360 2,977,360 0 

墓地使用料 4,389,000 4,389,000 0 

自動販売機等設置使用料   

（斎場） 
183,479 183,479 0 

畜犬登録手数料 4,043,920 4,043,920 0 

ごみ処理手数料（廃棄物対策課） 

一般廃棄物処理業許可申請手数料 
320,000 320,000 0 

ごみ処理手数料（廃棄物対策課） 

一般廃棄物処理手数料 
14,519,020 14,519,020 0 

し尿処理手数料 3,847,074 3,815,460 31,614 

ごみ処理手数料 

（清掃センター・最終処分場） 
127,236,800 127,236,800 0 

自動販売機設置使用料    

（清掃センター） 
205,955 205,955 0 

平尾 

墓園 

区  分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

墓園使用料 13,001,500 13,001,500 0 0 

管理手数料 7,525,140 7,312,720 0 212,420 
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５ 指摘事項及び回答内容（回答は令和５年８月１０日付け） 

 

（１）新居浜市斎場売店施設に係る共益金の請求について  

新居浜市斎場待合棟大規模改修工事により売店施設使用ができなくなった期間に応じ、電

気代、水道代、施設使用料をそれぞれ１か月分減額した上で共益金を事業者に請求している

が、計算式の誤り等により使用料収入は過少となっている。内容を確認の上、改められたい。

今後はチェック体制を強化するなど適正な事務処理をされたい。 

（環境衛生課） 

 

＜回答＞ 

 指摘の件については、請求事務処理を完了いたしました。今後は、請求事務処理に際しま

しては計算式や納入通知書等関係書類の点検確認体制を強化いたします。 

 

（２）施設の使用に係る電気代について  

磯浦最終処分場跡地内施設の使用に係る電気代について、令和４年９月分の使用電力量の

算出に誤りがあり、電気代の過少請求が生じている。内容を確認の上、改められたい。今後

はチェック体制を強化するなど適正な事務処理をされたい。 

（廃棄物対策課） 

 

＜回答＞ 

請求額の過誤による差額は、納入者に請求いたします。今後はこのようなことがないよう

にチェック体制を強化します。 

 

（３）業務委託契約について  

清掃センター清掃業務委託契約について、仕様書ではガラス清掃Ｂ（外側及び内側高所）

は年１回実施とされているが、報告書に記載がなく、清掃業務が実施されていなかった。清

掃が実施されていない部分の委託料については、受託者と協議の上、改められたい。報告書

を受理する際には、必要な業務が実施されているかなど、内容を十分確認し、適正な事務処

理をされたい。 

 （廃棄物対策課（清掃センター）） 

 

＜回答＞ 

実施されていなかったガラス清掃Ｂ（外側及び内側高所）分の委託料については、返還請

求いたします。今後は、契約時に年間計画表を提出させ、年間計画表と照らし合わせながら

業務の進捗状況を確認するとともに、報告書に実施状況が確認できるよう写真等の記録を添

付して提出させることとします。 

 

（４）再エネ設備等導入事業について  

再エネ設備等導入事業では、ワクリエ新居浜のほか、惣開・宮西小学校、西・北中学校の

４校校舎に太陽光発電設備等を設置し実証事業を進めている。市は事業者と２０年間の物件

使用と発電された電気の購入契約を締結しており、原則、中途解約も禁止されている。しか

しながら、４校のうち宮西小学校、西・北中学校の３校は、令和５年公表の「新居浜市立小・

中学校の適正規模・適正配置に関する基本計画」では適正化検討対象校に位置づけられ、今

後、具体的な統廃合や他施設との複合化等を検討する際に支障となる可能性がある。 

本事業に着手した令和３年当時は具体的な適正化検討対象校が示されていなかった事情は

あるものの、今後、太陽光発電設置等の同種事業の実施に当たっては、対象施設や設置校舎
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等の選定には施設の耐用年数のほか、学校施設適正化計画や公共施設再編計画等の関連する

計画との整合性を十分に考慮のうえ検討されたい。 

（カーボンニュートラル推進室） 

 

＜回答＞ 

   現在、環境省の「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」の採択を受け、令和６年度から公

共施設への再エネ設備導入を計画していますが、施設所管課に統廃合や大規模修繕等の計画

を確認しながら準備を進めています。 

今後におきましても、太陽光発電設備の導入の際には、「新居浜市立小・中学校の適正規模・

適正配置に関する基本計画」をはじめ公共施設再編計画等関連計画との整合性を図り、施設

所管課や総合政策課などの関係課と十分に協議調整をいたします。 

 

（５）自治会加入率低下対応について  

地域の状況として、人口減少、高齢化、連帯意識の希薄化傾向などが見られ、自治会加入

率の低下、行事参加者の固定化、役員の後継者不足等が生じてきている。これらの状況に対

して、自治会行事や行政からの依頼事項の見直しなど役員の負担軽減が図られようとしてい

るが、有効な解決策にはなっていない。自治会加入率の低下は、当市だけの問題ではなく、

他市にも共通する課題となっている。他市の取組を調査・研究し、更なる対応策がないか検

討されたい。 

（地域コミュニティ課） 

 

＜回答＞ 

   現在、市連合自治会自治会加入促進小委員会において対応策を検討しており、令和５年度

は住宅関連業界と自治会加入促進に関する協定の締結を目指し、加入促進を図ることを検討

しています。引き続き、市連合自治会と連携して他市の取組事例等を参考に、更なる対応策

について調査・研究を行ってまいります。 
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１ 選挙管理委員会事務局の主な事務事業 

（１）選挙管理委員会の開催及び庶務に関すること。 

（２）選挙常時啓発に関すること。 

（３）選挙人名簿の調製及び保管に関すること。 

（４）不在者投票に関すること。 

（５）選挙の執行に関すること。 

 

２ 職員の配置状況 ４人  （令和５年４月１日現在） 

 

（総務部次長及び総務課長兼務）   

事務局長  
 

事務局次長 
 

選挙管理係 ２人 
  

    

 

３ 令和４年度に実施した主な事業 

 

（１）参議院議員通常選挙 

令和４年７月１０日執行の参議院議員通常選挙の適正な管理執行 

当日有権者数  ９７,６８８人 

    投票者数及び投票率  

（選挙区）   ４７,６４６人  ４８.７７％ 

（比例代表）  ４７,６３８人  ４８.７７％ 

＜事業費＞ ３２，３８５，１０５円 

 

（２）愛媛県知事選挙 

令和４年１１月２０日執行の愛媛県知事選挙の適正な管理執行 

当日有権者数  ９６,７０８人 

    投票者数及び投票率  

         ２８,９７５人  ２９.９６％ 

＜事業費＞ ２５，３７０，２４１円 

 

（３）明るい選挙啓発ポスター・習字作品募集事業 

明るい選挙啓発ポスター・習字作品の募集を市内小学校・中学校・高等学校の児童・生徒

へ学校を通じて依頼し、その中から入選作品（６０点）を、あかがねミュージアムアート工

房展示スペースに展示するとともに、市ホームページへの掲載を行った。 

 

 

 

 

 

 

選挙管理委員会事務局 
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４ 指摘事項及び回答内容（回答は令和５年７月１９日付け） 

 

（１）投票率向上対策について 

投票環境の向上として、土足化やバリアフリー化、更にタクシーによる移動支援を行って

いる。また、期日前投票所のより効果的な場所での開設や、マルチタスク車両の商業施設で

の開設も検討している。これらに加えて、投票意識の醸成として、高校生への啓発や若年期

における意識付けも有効と考えられる。既に子供向けの模擬投票イベントや選挙スタンプラ

リーなどが行われている。親に同伴して実際の選挙を体験することが、将来に向けて投票率

向上へ寄与すると考えられるため、その機会が更に増える取組の充実拡大について検討され

たい。 

 

＜回答＞ 

   投票率の向上対策については、有権者自身が政治参加や選挙を身近なものとして捉えるこ

とが投票率向上につながっていくものであると考えられるため、長い目で見た取組が重要で

あると認識しております。今後は、従来の高校等での講座や親子を対象にした模擬投票等の

啓発に加えて、子どもにターゲットを絞った取組の実施を検討してまいります。 

   また、投票環境向上につながる新たな支援策等についても検討いたします。 

 


